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令和2 年5 月1 日 

発行元    （公財）郡山地域テクノポリス推進機構/郡山地域ニューメディア･コミュニティ事業推進協議会 
TEL 024-947-4400  FAX 024-947-4475  E-mail techno@nm.net6.or.jp 
郡山地域テクノポリスものづくりインキュベーションセンター 
TEL 024-926-0344  FAX 024-943-4441  E-mail monodukuri@nm.net6.or.jp                               

公益財団法人 郡山地域テクノポリス推進機構 

今月のコラム 
（技術コーディネーター 箭内一男） 

 

お 知 ら せ 

◆よろしくお願いします◆ 
令和2年4月1日付 

 

 

 

 

   

事務局次長 兼 総務部長 

後藤
ごとう

 隆
たかし

 

一日でも早く皆様のお役に立てる
よう、努力してまいります。 

(公財)郡山地域テクノポリス推進機構 
事務局 人事異動について 

ものづくりインキュベーションセンター 
入居者審査委員会  開催報告 

 【延長】 

支援室№ 企業名・代表者 研究開発内容 入居期間 

5 
株式会社マイステック 
代表取締役 金井 しのぶ  

脊椎手術用開創器システム等の開発 
(MT-LINEﾚﾄﾗｸﾀｰｼｽﾃﾑ 低侵襲開創器ｼｽﾃﾑ) 令和2年7月11日～令和3年7月10日 

11 
株式会社benefic 
代表取締役 小林 聖 

ｱﾌ゚ ﾘやWEBのﾁｪｯｸを行う「第三者検証」の研究開発 
人事評価システムの研究開発 令和2 年6 月1 日～令和3 年5 月31 日 

 
 
【新規】 

支援室№ 企業名・代表者 研究開発内容 入居期間 

6 
アルファ電子株式会社 
代表取締役 樽川 久夫 

米粉100％のグルテンフリー麺の研究

開発 令和2年6月入居予定 

 

当機構入居者審査委員会が開催され、延長申込企業2社の延長と、新規入居申込1社の入居が決定いたしました。 
 

令和2年3月11日（水）に当センター会議室において、入居企業であり IT事業を手掛ける(株)国
際情報ネット（代表取締役：尾形廣秋氏）が、対話型AIを搭載したコミュニケーションロボットの
開発成果報告会を開催し、企業および団体から約30名が参加しました。 
報告会では、子どもの音声解析専用オリジナルAIの研究や感情表現機能の開発等に関する成果を

発表するとともに、参加者がロボットに直接話しかけることで、会話やLED照明を活用した感情表
現の様子などを実演しました。 
また、ロボットの開発に当たっては、福島県のロボット関連産業基盤強化事業費補助金を活用し、

感情表現のためのLED照明については県立テクノアカデミー郡山と、ロボットが着ている衣装のデ 
 
 
 
 
 
 
                                         
 

 

平成 28 年 12 月に当機構とリンカーズ株式会社が覚書を締

結し、当機構が大手発注企業と地元受注企業との懸け橋になる

コーディネーターとして登録されました。 

リンカーズを通じた大手発注企業からの具体的な技術探索

依頼に対して、当機構の強みである各分野に精通した各コーデ

ィネーターが圏域企業の技術等の目利きを行い、受注候補とし

て推薦し、新規取引先の成立を支援してまいります。 

 ≪発注案件に係る紹介企業数≫  

8件（平成31年4月～令和2年2月末）  

 
いま多くの企業は基幹系・情報系システムの老朽化、いわゆるレガシーシ

ステムの問題を抱えており、またクラウドやAI、IoTなどの新しい「デジタ 
ル技術」への対応も課題になっている。経済産業省はこれらのデジタル技術を利用し進化する企業と、レガ

シーシステムを放置して進化できない企業との差が決定的になり、2025 年以降最大 12 兆円/年（現在の約

3倍）の経済損失が生じる可能性を指摘、このような状況を「2025年の崖」と呼んでいる。今後5G（第5
世代移動通信システム）が普及するにつれ、データ量は各段に増大しその管理や活用がビジネスを大きく左

右することになる。このままレガシーシステムを使い続ける企業は、その維持管理費用が高額化、結果新し

いデジタル技術も導入できないという悪循環に陥る。一方いち早く最新システムへ入替した企業やレガシ― 
システムがなくはじめから最先端のデジタルテクノロジーを利用できた企業は、維持管理費用も低く抑え、さらに新しい技術を

入れることにより常にビジネスを進化していくことができる。次回は「DX実現のシナリオ」を予定しております。 
 

ザインについては学校法人今泉学園今泉女子専門学校と、それぞれ連携し、学生と共同開発したことが併せて報告されました。 
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